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１． １８年９月中間期の連結業績（平成１８年 ４月 １日～平成１８年 ９月３０日） 

(1) 連結経営成績                                （金額は単位未満切捨）  

 営業収益 営業利益 経常利益 

 

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

       百万円   ％

     56,734     2.1 
     55,591     1.3 

      百万円    ％

    12,613  △ 0.3 
    12,647      10.8 

       百万円    ％

    13,125      4.6 
    12,546     11.6 

18 年３月期     112,725      1.0     26,189        6.0     26,129       8.3 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

 

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

              百万円    ％
7,666    10.3 
6,950    11.6 

           円    銭 
65   58 
59  30 

       円   銭 
－    － 
－    － 

18 年３月期  14,219      7.0 121  11 －   － 
 (注)①取扱高     18 年９月中間期 948,495 百万円  17 年９月中間期 987,092 百万円  18 年３月期 1,989,161 百万円 
     ②持分法投資損益 18年９月中間期   △ 25 百万円  17 年９月中間期   △ 75 百万円  18 年３月期    △ 115 百万円 
     ③期中平均株式数(連結) 18 年９月中間期 116,892,801 株 17 年９月中間期 117,221,425 株 18 年３月期 117,057,392 株 
     ④会計処理の方法の変更  無 

     ⑤営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期(前期)増減率 
 
 (2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

百万円 
2,456,544 
2,340,367 

百万円
242,258 
222,007 

            ％ 
       9.6 
       9.5 

円    銭
2,018     96 
1,899      23 

18 年３月期 2,436,132 230,814        9.5 1,974   21 
(注) 期末発行済株式数(連結) 18 年９月中間期 116,892,476 株 17 年９月中間期 116,893,571 株 18 年３月期 116,892,979 株 
 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         

キャッシュ･フロー 

投資活動による         

キャッシュ･フロー 

財務活動による         

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高         

 

18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

百万円 
28,433 
5,541 

百万円
△  4,145 
△  1,899 

百万円 
   △  22,775 

△   2,378 

百万円
     86,603 

76,398 

18 年３月期 68,948 △  4,281    △  54,957 84,982 
(注)貸与資産の取得及び資産の流動化による入金・決済は、営業活動によるキャッシュ･フローに含めております。 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ２３社  持分法適用非連結子会社数  １社  持分法適用関連会社数  １社 
 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結   (新規)   －社  (除外) １社  持分法   (新規) －社  (除外) １社  
 

２． １９年３月期の連結業績予想（平成１８年 ４月 １日～平成１９年 ３月３１日） 

 営業収益 経常利益 当期純利益 

 

通  期 

           百万円         ％

116,800         3.6 

            百万円         ％

27,500         5.2 

           百万円         ％

15,000         5.5 

(注)①取扱高  2,000,000 百万円     

②営業収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  128 円 32 銭 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、最終の業績は今後様々な要因によって予想

数値と異なる場合があります。 



（注）1.

 　金融サービス

   金融サービス

連結子会社

非連結子会社

関連会社

（注）１． ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙPte.Ltd.は、平成18年10月2日にﾋﾀﾁｸﾚｼﾞｯﾄｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙPte.Ltd.より商号を変更しております。
２． 平成18年6月22日、日本住宅ローン(株)の株式を一部売却し、関連会社から除外となりました。
３． 任意清算中であったﾋﾀﾁﾘｰｼﾝｸﾞｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙPte.,Ltd.は平成18年6月20日に清算を結了したため、連結会社から除外

となりました。

日立キャピタル綾瀬ＳＣ(株)

ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ.Ltd.

ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙ・ﾘｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ.Ltd.

日立キャピタル信託(株)

ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙｱﾒﾘｶ,Corp.

日立租賃（中国）有限公司

日立キャピタル証券(株)

ヰセキキャピタル(株)

沖縄日立キャピタル(株) ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙ(ﾕｰ･ｹｰ)PLC

１． 企 業 集 団 の 状 況

国 内 顧 客 海 外 顧 客

　当社の企業集団は、当社及び連結子会社２３社、非連結子会社１社、並びに関連会社２社で構成され、
当社の親会社である(株)日立製作所をはじめとする製造・販売に係る関連当事者と一体となり､消費者
ならびに企業に対し、それぞれの地域において幅広い金融サービスの提供を行っております。
　事業の系統図は次のとおりです。なお、連結子会社のﾄｩﾛｰﾌﾞﾘｯｼﾞ･ﾋﾞｰｸﾙ･ﾚﾝﾀﾙｽﾞ,Ltd.及びｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ･
ｴｸｲｯﾌﾟﾒﾝﾄ･ﾌｧｲﾅﾝｽLtd.は現在任意清算中であり、また、日立カードサービス(株)は平成18年10月1日付で
日立キャピタル(株)と合併しておりますので、下図には掲載しておりません。

日  立  キ  ャ  ピ  タ  ル  （株）

国　内　子　会　社 海　外　子　会　社

ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ.Ltd.

日立キャピタルオートリース(株) ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾋﾞｰｸﾙ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ,Ｌtd.

積水リース(株)

ﾋﾀﾁｸﾚｼﾞｯﾄ(ﾎﾝｺﾝ),Ltd.

関　連　当　事　者 

ﾋﾀﾁｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙPte.Ltd.

第一信用保証(株)

日立キャピタル損害保険(株)

日立トリプルウィン(株)

日立キャピタルサービス(株)

日立キャピタル債権回収(株)

ファイナンシャルブリッジ(株)

日立アセットファンディング(有)

（株）日立製作所　及び
日立グループ各社

国 内 関 連 会 社

金
 

融
 

サ
 
ー
 
ビ
 
ス

金融サービス

　金融サービス

商
　
　
　
品

金融サービス

商品
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２． 経  営  方  針 

 

１． 経営の基本方針 

(1) 経営理念 

当社グループは、「社会とお客様から求められる金融サービスの創造を通して、より豊かな 

社会づくりに貢献する」ため、以下の経営理念を掲げております。 
 

① 持続的成長 

信用を第一とする金融サービス業として、質の高い経営に裏打ちされた持続的成長を果た

します。 

② 人間尊重 

自律した個人として研鑚を積み、互いに敬意を持って接することで組織としての力を高め

るよう努めます。 

③ 企業倫理の実践 

自ら進んで法と倫理に則って行動し、健全な社会の発展に寄与します。 
 

(2) 経営方針 

当社グループは、上記経営理念のもとで安心と信頼の経営を実現するため、以下の経営方針

を掲げております。 
 

① 社員一人ひとりの個人としての尊厳と個性を大切にする会社にします。 

② 「モノ」にこだわる金融サービスを提供する会社にします。 

③ 「お客様と地域に密着したサービス」を提供できる会社にしていきます。 

 

２． 事業の内容 

当社グループが営んでいる事業は以下のとおりです。 
 

(1) ファイナンス事業 

企業、農家、医療機関並びに官公庁等を顧客とし、情報関連機器、産業機械、建設機械、 

医療機器、農水機器等設備投資のニーズに応えるリース、レンタル、信用保証、割賦等の 

提供、及び一般消費者を顧客とし、自動車、家電・リフォーム、住宅等生活向上をサポート

するリース、信用保証、割賦、金融サービス等を提供する事業 
 

(2) カード事業 

クレジットカードを媒体とした金融サービスを提供する事業 
 

(3) 損害保険事業 

損害保険に係る商品・サービスを提供する事業 
 

(4) 証券化事業 

証券化や信託スキームを活用して企業財務に関するサービスを提供する事業 
 

(5) アウトソーシング事業 

支払・回収代行等のサービスを提供する事業 
 

なお、事業の種類別セグメントでは、(2)～(5)の４つの事業を金融サービス附帯事業として、 

一括表示しております。 

 

３． 中長期的な経営戦略 

当社グループは、全国各地（215 ヶ所）の拠点を活かした地域密着、顧客密着営業を推進して、

「モノ」にこだわった金融サービスを提供することにより、営業基盤の拡充と収益力の強化を図り、

持続的かつ安定的な成長を目指しております。 
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具体的には、顧客にフォーカスした以下の２つの事業を柱に取り組んでまいります。 
 

(1) 基盤事業 

中堅中小企業、大企業、個人をターゲットとし、顧客満足向上による競争力の強化を図り、

質を向上させていく事業であります。 
 

(2) 重点事業 

農業事業（農家、農業法人、資材販売業者への金融サービス）と医療・介護（病院、診療所、

介護事業者への金融サービス）を重点事業と位置付け、経営資源を重点的に投入することに 

より成長力の向上を図り、質量ともに拡大・成長させる事業であります。 

 

４． 会社の利益配分に関する基本方針 

当社グループは、安定配当を基本に、持続的な成長に伴った適正な利益配分を行うことを基本方

針としております。そのためには、収益性の向上と財務体質の健全性維持に努めると共に、今後の

事業計画に基づく資金需要等を総合的に勘案してまいります。 

内部留保につきましては、事業基盤の強化と持続的成長を目指した戦略的な投資に充てることと

しております。 

 

５． 目標とする経営指標 

当社グループは、株主重視及び収益性と経営効率の観点から、｢ＲＯＥ｣並びに「ＲＯＡ」を 

経営指標として重視しております。 

当社グループでは、高付加価値事業の推進、厳格なリスクマネジメント及びローコストオペレー

ションの徹底により、これらの向上を図ってまいります。 

 

６． 親会社等に関する事項 
 

(1) 親会社の商号 

親 会 社 等 属 性 親会社等の議決権

所有割合(％) (注) 

親会社等が発行する株券が上場されて 

いる証券取引所等 

(株)日立製作所 親会社 
60.6 

（3.0） 

東京、大阪、名古屋、福岡、札幌、 

ニューヨーク 

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）は、間接所有割合で内数であります。 

 

(2) 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 
 

① 親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、その他企業グループとの関係 

当社の親会社は(株)日立製作所であり、当社の議決権の 60.6％（間接所有を含む）を 

保有しております。当社は、リースを始めとする総合金融サービス業を担っており、日立 

グループにおける金融サービス事業の中核会社であります。 

当社の事業は、日立グループ企業やその従業員に限らず、幅広い顧客を対象として全国的

に展開しておりますが、その推進にあたっては、独自の営業組織だけでなく、日立グループ

各社のネットワークや技術力などの経営資源を有効に活用しております。 

また、当社の取締役の内２名は(株)日立製作所の取締役又は執行役を兼任しており、経営

の重要な意思決定に際し、有用・適正な助言や経営情報の提供を受けております。 

 

② 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約等 

日立グループ各社（その従業員を含む）は当社の大口かつ安定した取引先であります。 

なお、日立グループと当社において、事業活動を行う上での承認事項など、グループに属

することによる事業上の制約はありません。 
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③ 親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

日立グループ各社との取引は、他取引先と同様の基本契約、市場価格によっており、適正

な取引を確保しております。また、当社は自主独立経営を重視しており、グループ内取引に

依存することなく、他の取引先との取引拡大を積極的に推進しております。 

 

④ 親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

当社は、顧客、また仕入先として、日立グループ各社との協力関係を維持しながら事業展

開を図っておりますが、これらグループ会社から事業上の制約を受けることはなく、独自に

事業活動を行っております。 

また、取締役の兼任状況は、独自の経営判断を妨げるものではなく、一定の独立性が確保

されていると認識しております。 

 

 (3) 親会社等との取引に関する事項 

当社と(株)日立製作所及び日立グループ各社との取引は、業務用機器等の購入、製造設備・

産業機械・事務用機器等のリース、及び各社の製造する業務用機器等のリース及びクレジット

販売を行っております｡また、当社は日立グループのキャッシュマネジメント・システムに参加

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(連結) 

－ 5 －



３．経営成績及び財政状態（連結） 

１． 経営成績 
 

(1) 主な経営成績 

当期における主な経営成績は次の通りです。 

                                                      （単位：百万円、％） 

項   目 平成 17年 9月期 平成 18年 9月期 前年同期比較 

営 業 収 益 55,591 56,734     2.1

経 常 利 益 12,546 13,125    4.6 

中  間  純  利  益 6,950 7,666     10.3 

１ 株 当 た り 中 間 純 利 益 59.30 円 65.58 円   10.6 

１株当たり配当金(中間配当) 17.00 円 18.00 円   1.00 円
 

① 営業収益 

信用保証の減収をリースや割賦その他でカバーし、営業収益は前年同期比 2.1％増の

56,734 百万円となりました。 
 

② 経常利益 

市場金利の上昇により金融費用が増加しましたが、営業収益の増加に加え、関連会社株式

の売却による営業外収益の計上により、経常利益は前年同期比 4.6％増の 13,125 百万円とな

りました。 
 

③ 中間純利益 

経常利益の増加等により、中間純利益は前年同期比 10.3％増の 7,666 百万円となりました。 
 

④ １株当たり中間純利益 

１株当たり中間純利益は前年同期比 10.6％増の 65.58 円となりました。 
 

⑤ １株当たり配当金(中間配当) 

9 月 30 日を基準日とする配当金は、１株につき 18 円といたします。 

 

(2) 主な経営指標 

                                                              （単位：％） 

項  目 平成 17年 9月期 平成 18年 9月期 平成 18年 3月期

ＲＯＥ(純 資 産 純 利 益 率、年換算) 6.3 6.6 6.3

ＲＯＡ(総 資 産 純 利 益 率、年換算) 0.61 0.63 0.61

自  己  資  本  比  率 9.5 9.6 9.5
 

中間純利益の増加により、平成 18 年 9 月期のＲＯＥ、ＲＯＡ、自己資本比率とも前年同期に

比して改善しております。 
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(3) 事業別状況 

事業別の状況は、次の通りです。 

（単位：百万円、％） 

ファイナンス事業 金融サービス附帯事業 合  計 連   結  

 前年同期

比較 

 前年同期

比較 

 前年同期

比較 

消去又は 

全社  前年同期

比較 

取 扱 高 739,080 △ 7.6 214,332 11.4 953,412 △ 3.9 △ 4,917 948,495 △ 3.9

営業収益 52,531 5.1 7,755 △ 20.2 60,286 1.0 △ 3,552 56,734 2.1

営業利益 12,406 7.6 1,236 △ 30.1 13,643 2.5 △ 1,029 12,613 △ 0.3
 

① ファイナンス事業 

ファイナンス事業において、金利上昇局面の金融環境に応じて長期住宅ローンの商品構

成を見直したこと等により、取扱高は前年同期比 7.6％減の 7,390 億 80 百万円となりまし

たが、リース収益の改善などにより、営業収益は前年同期比 5.1％増の 525 億 31 百万円、

営業利益は同 7.6％増の 124 億 6 百万円となりました。 

 

② 金融サービス附帯事業 

カード事業においては、法人カードや決済サービスに注力してまいりました。またアウト

ソーシング事業においては、取引先の増加などによる業容の拡大に努めました。この結果、

金融サービス附帯事業全体における取扱高は、前年同期比 11.4％増の 2,143 億 32 百万円と

なりましたが、アウトソーシング事業の営業譲渡の影響もあり、営業収益は前年同期比

20.2％減の 77 億 55 百万円、営業利益は同 30.1％減の 12 億 36 百万円となりました。 

 

２． 財政状態 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比し 

16 億 20 百万円増の 866 億 3 百万円となりました。各区分のキャッシュ・フローの状況は次の 

とおりです。 

（単位：百万円） 

 平成 17 年 9 月期 平成 18 年 9 月期 増  減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,541 28,433 22,892 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,899 △ 4,145 △ 2,246 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,378 △ 22,775  △ 20,396 
 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により増加した資金は 284 億 33 百万円となりました。主な内訳は、減価償却費 

2,754 億 34 百万円、資産の流動化による入金 6,424 億 44 百万円、資産の流動化に係わる 

決済 6,147 億 91 百万円及び貸与資産の取得による支出 3,089 億 33 百万円であります。 
 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により減少した資金は 41 億 45 百万円となりました。これは、主として情報シス

テムの取得によるものであります。 
 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動により減少した資金は 227 億 75 百万円となりました。これは、主として普通社

債の償還やコマーシャル・ペーパーの減少によるものであります。 

 

上記の結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計 

したフリー・キャッシュ・フローは 242 億 88 百万円のプラスとなりました。 
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３． 事業等のリスク 

当社グループの事業等において、リスク要因となる可能性があると考えられる事項には、以下の

ものがあります。 
 

(1) 市場金利の動向に伴うリスク 

当社グループは、リース、割賦販売等のファイナンスサービス提供のために多額の資金を 

調達しており、ＡＬＭを徹底しておりますが、市場金利の急激な上昇は調達コストの増加に 

つながり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
 

(2) 信用リスク 

当社グループは、契約時審査、債権回収中の信用状況の確認等を適宜行い、適切な貸倒引当

金等を計上しておりますが、経済環境の変化により企業倒産または自己破産等が増加し債権 

回収が悪化した場合には、貸倒損失または貸倒引当金繰入の負担が増加する恐れがあります。 
 

(3) 税制改正及び会計制度の変更のリスク 

当社グループは、現行の税制及び会計制度の下に、各種ファイナンスサービスを提供して 

おります。現行の税制及び会計制度が大きく変更された場合、当社グループの業績に影響を 

与える可能性があります。 
 

(4) 事業構造転換に伴うリスク 

当社グループは、持続的な成長を目指して事業構造の転換を進めておりますが、何らかの 

理由によりこの構造転換が遅れる又は出来なかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 
 

(5) 事務・システムリスク 

当社グループは、様々な情報システムを使用し業務活動を行っております。従業員の不的確

な事務・事故・不正等の人為的ミス、システムへの外部からの不正アクセス・コンピュータウ

ィルスの侵入、内部オペレーションシステムの停止または障害が発生した場合には、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

(6) コンプライアンスリスク 

当社グループは、さまざまな金融サービス事業を行っており、割賦販売法、貸金業規制法等

の業法や消費者保護、廃棄物処理などに係る各種の法令を遵守する必要があります。また、こ

うした法令に限らず、社内規範や業界自主ルール、社会の良識や常識といった社会規範まで、

広く社会の「ルール」を遵守することが求められています。当社は法務部にコンプライアンス

専任部署を設置し、コンプライアンス体制の構築に努めておりますが、これらの法令や社会 

規範が遵守されなかった場合、罰則の適用や社会的信頼の喪失などにより、当社グループの 

業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

 (7) 人的資源に関するリスク 

当社グループは、事業の収益性強化を目指して構造転換を進めておりますが、既存事業の 

人員が新たな事業に対応出来ない場合、適切な配置転換が行われない場合、また少子化により

新たな人材を確保出来ない場合等は、構造転換後の事業運営に必要な人的資源を確保出来ない

恐れがあります。また当社グループが永年蓄積してきた審査・債権回収など事業の運営に必要

なノウハウを適切に承継されない場合、当社グループの事業に影響を与える恐れがあります。 
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４．通期の予想 

 

現在の経済環境は、回復基調が持続されているものの、原油高の影響などにより、先行きは不透

明であります。 

このような環境の下で、当社は事業構造の転換を進めており、平成 19 年 3 月期の通期につきまし

ては下記の通り予想しております。 

 

【連結業績予想】 

(単位：百万円、％) 

増   減  平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期(予想)

金 額 増減率 

営   業   収   益 112,725 116,800 4,074   3.6 

経   常   利   益 26,129 27,500 1,370 5.2 

当 期 純 利 益 14,219 15,000 780 5.5 

１株当たり当期純利益 121.11 円 128.32 円 7.21 円 6.0 

取    扱    高 1,989,161 2,000,000 10,838  0.5 

 

【個別業績予想】 

(単位：百万円、％)  

増   減  平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期(予想)

金 額 増減率 

営   業   収   益 62,119 70,800  8,680 14.0 

経   常   利   益 18,873 20,000     1,126 6.0 

当 期 純 利 益 10,778 12,000 1,221 11.3 

１株当たり当期純利益 92.07 円 102.66 円 10.58 円 11.5 

取    扱    高 1,427,007 1,570,000 142,992  10.0 

 

【配当予想】 

(単位：円、％) 

増   減  平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期(予想)

金 額 増減率 

1 株当たり年間配当金 （17.00） 35.00 （18.00） 36.00 1.00 2.9 

※（  ）は 9 月 30 日を基準日とする 1株当たり配当金 

 

 

 

 

尚、本資料で記述されている業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した予想で 

あり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため様々な要因の変化により、実際の業績 

は記述されている将来見通しと異なる結果となる可能性があることをご認識いただき、資料をご活用下

さい。 
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(単位 百万円：未満切捨)

当中間連結 前連結会計 増　減 当中間連結 前連結会計 増　減

会計期間末(A) 年 度 (B) (A)-(B) 会計期間末(A) 年 度 (B) (A)-(B)

   科　目 平成18年９月30日
現  在

平成18年３月31日
現  在

   科　目 平成18年９月30日
現  在

平成18年３月31日
現  在

流 動 資 産 753,655 744,185 9,469 流 動 負 債 1,011,170 1,059,071 △47,900

現 金 及 び 預 金 30,332 37,753 △7,421 支払手形及び買掛金 274,966 278,563 △3,596

受取手形及び売掛金 587,617 586,298 1,319 短 期 借 入 金 101,643 110,575 △8,932

関 係 会 社 預 け 金 56,271 47,229 9,041 コマーシャル・ペーパー 199,967 224,376 △24,408

有 価 証 券 742 792 △49
1 年 以 内 償 還
予 定 の 社 債

58,155 76,221 △18,066

繰 延 税 金 資 産 6,509 7,317 △808
1 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 債 権 譲 渡 債 務

309,922 306,709 3,213

そ の 他 82,831 74,857 7,974 未 払 法 人 税 等 5,561 5,922 △360

貸 倒 引 当 金 △10,648 △10,061 △586 繰 延 税 金 負 債 986 1,006 △19

ロ ー ン 保 証 引 当 金 3,300 3,685 △385

そ の 他 56,667 52,012 4,655

固 定 資 産 1,702,888 1,691,946 10,942 固 定 負 債 1,203,115 1,140,073 63,041

 有形固定資産 1,369,173 1,350,065 19,108 社 債 334,640 324,928 9,712

貸 与 資 産 1,362,233 1,343,781 18,451 長 期 借 入 金 245,131 200,341 44,789

建 物 及 び 構 築 物 1,559 1,517 41 長 期 債 権 譲 渡 債 務 583,940 575,373 8,566

機 械 装 置 及 び
車 両 運 搬 具

1,752 1,323 429 繰 延 税 金 負 債 2,677 2,919 △241

器 具 備 品 2,152 2,032 120 退 職 給 付 引 当 金 5,060 5,103 △42

土 地 1,475 1,410 64 役員退職慰労引当金 1,093 1,042 50

保 険 契 約 準 備 金 9,851 9,654 196

そ の 他 20,721 20,710 10

 無形固定資産 278,544 287,522 △8,978 負 債 合 計 2,214,285 2,199,144 15,141

貸 与 資 産 271,537 280,715 △9,178

そ の 他 7,006 6,806 200 6,173

9,983

 投資その他の資産 55,170 54,359 811 45,972

投 資 有 価 証 券 22,525 24,567 △2,041 181,954

繰 延 税 金 資 産 2,865 1,763 1,102 6,856

そ の 他 29,787 28,037 1,750 370

貸 倒 引 当 金 △8 △9 1 △14,323

資 本 合 計 230,814

2,436,132

229,201

資 本 金 9,983

資 本 剰 余 金 45,972

利 益 剰 余 金 187,570

自 己 株 式 △14,324

6,799

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 5,363

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 324

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,111

6,257

純 資 産 合 計 242,258

2,456,544 2,436,132 20,411 2,456,544

少 数 株 主 持 分

(資 本 の 部)

 比 較 連 結 貸 借 対 照 表 

　   期　別 　  　期　別

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

資 産 合 計 負債及 び純 資産 合計

自 己 株 式

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

株 主 資 本

評価・換算差額等

少数株主持分

(純 資 産 の 部)

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

(少数株主持分)
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比 較 連 結 損 益 計 算 書
(単位  百万円：未満切捨)

　　　　　　　　　　　　　　期　　 別 前連結会計年度
   科  　 目 自 平成17年 ４月 1日 自 平成18年 ４月 1日 自 平成17年 ４月 1日

　　％ 　　％ 　　％ 　　％

営   　業 　  収 　　益 55,591 100.0 56,734 2.1 112,725 100.0

事 業 収 益 55,392 56,111 1.3 112,272

金 融 収 益 199 623 212.2 453

営   　業 　  費 　　用 42,944 77.2 44,120 2.7 86,536 76.8

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 32,055 31,320 △ 2.3 63,774

金 融 費 用 10,888 12,799 17.6 22,762

営 業 利 益 12,647 22.8 12,613 △ 0.3 26,189 23.2

営   業   外   収   益 6 0.0 589 1.0  － 227 0.2

有 価 証 券 売 却 益  － 408  － 137

そ の 他 6 180  － 89

営   業   外   費   用 108 0.2 77 0.1  － 287 0.2

持 分 法 投 資 損 失 75 25  － 115

固 定 資 産 除 却 損 30 10  － 70

有 価 証 券 評 価 損  － 0  － 4

そ の 他 1 40  － 96

経 常 利 益 12,546 22.6 13,125 23.1 4.6 26,129 23.2

特     別      利     益  －  －  －   －  －  －  － 

特     別      損     失  －  －  －   －  －  －  － 

12,546 22.6 13,125 23.1 4.6 26,129 23.2

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,399 6.1 4,713  － 7,807 6.9

法 人 税 等 調 整 額 1,958 3.5 317  － 3,449 3.1

少 数 株 主 利 益 237 0.5 427  － 652 0.6
6,950 12.5 7,666 10.3 14,219 12.6

　比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書
(単位　百万円：未満切捨)

　　　　　　　　　　　　　　期　　 別
   科  　 目 自 平成17年 ４月 1日

至 平成17年 ９月30日

　　　　（資本剰余金の部）

Ⅰ.資本剰余金期首残高 45,972  

Ⅱ.資本剰余金増加高 0  

　自己株式処分差益 0  

Ⅲ.資本剰余金減少高 　　　　－

Ⅳ.資本剰余金中間期末(期末)残高 45,972  

　　　　（利益剰余金の部）

Ⅰ.利益剰余金期首残高 173,384  

Ⅱ.利益剰余金増加高 14,219  

　 　中間(当期)純利益 14,219  

Ⅲ.利益剰余金減少高 5,649  

　配当金 4,111  

　役員賞与 59  

Ⅳ.利益剰余金中間期末(期末)残高 181,954  

　英国子会社等の国際財務報告基準
　適用による剰余金減少高

1,478  1,478  

176,672  

6,950  

3,662  

2,123  

59  

　　　　　　　　－   

45,972  

　　　　　　　　－   

　　　　　　　　－   

前連結会計年度
自 平成17年 ４月 1日
至 平成18年 ３月31日

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

自 平成18年 ４月 1日
至 平成18年 ９月30日

当中間連結会計期間前中間連結会計期間

0.8

13.5

8.3

0.5

100.0

77.8

22.2

対前中間連結
会 計 期 間 比

税金等調整前中間(当期)純利益

至 平成18年 ３月31日至 平成18年 ９月30日至 平成17年 ９月30日

当中間連結会計期間前中間連結会計期間

45,972  

173,384  

6,950  

( ( ))(

( ( )( )

)

)
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　当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日） (単位 百万円：未満切捨)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 9,983 45,972 181,954 △ 14,323 223,586

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 2,104 △ 2,104

利益処分による役員賞与 △ 42 △ 42

中間純利益 7,666 7,666

連結子会社の清算 △ 40 △ 40

持分法適用会社の減少 136 136

自己株式の取得 △ 1 △ 1

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の中間連結会
計 期 間 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 5,616 △ 1 5,615

当中間連結会計期間末残高 9,983 45,972 187,570 △ 14,324 229,201

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整
勘 定

評 価 ・ 換 算 差
額 等 合 計

前連結会計年度末残高 6,856 － 370 7,227 6,173 236,987

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 2,104

利益処分による役員賞与 △ 42

中間純利益 7,666

連結子会社の清算 △ 40

持分法適用会社の減少 136

自己株式の取得 △ 1

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の中間連結会
計 期 間 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

△ 1,493 324 740 △ 427 83 △ 344

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 1,493 324 740 △ 427 83 5,270

当中間連結会計期間末残高 5,363 324 1,111 6,799 6,257 242,258

中間連結株主資本等変動計算書

株主資本

評価・換算差額等
少数株主持分 純 資 産 合 計
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比較連結キャッシュ・フロー計算書
（単位 百万円:未満切捨）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　　　　項            目
自　平成17年４月 1日
至　平成17年９月30日

自　平成18年４月 1日
至　平成18年９月30日

自　平成17年４月 1日
至　平成18年３月31日

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

(1) 税金等調整前中間(当期)純利益 12,546 13,125 26,129

(2) 非 資 金 損 益 項 目

      ① 減 価 償 却 費 268,160 275,434 540,888

      ② そ   の   他 321 268,482 269 275,704 608 541,496

(3) 投資財務活動に関する損益項目

      ① 受取利息及び受取配当金 △ 132 △ 527 △ 308

      ② 支  払  利  息 9,996 11,315 20,159

      ③ 有価証券売却損益 － △ 406 △ 137

      ④ そ   の   他 36 9,900 19 10,400 96 19,810

(4) 営業活動に伴う資産及び負債の増減項目

      ① 受取手形及び売掛金の増加 △ 63,931 △ 16,135 △ 111,368

      ② 資産の流動化による入金 576,463 642,444 1,232,315

      ③ 資産の流動化に係わる決済 △ 510,923 △ 614,791 △ 1,076,891

      ④ 貸倒・ローン保証引当金の増加（△減少） △ 586 48 △ 1,047

      ⑤ 貸与資産の売滅却損 438 816 2,064

      ⑥ 貸与資産の取得による支出 △ 333,853 △ 308,933 △ 645,821

      ⑦ 貸与資産の売却による収入 29,097 26,949 57,614

      ⑧ 支払手形及び買掛金の増加 33,255 △ 270,040 9,409 △ 260,191 48,815 △ 494,319

(5) そ   の   他

      ① 退職給付引当金の減少 △ 5 △ 42 △ 32

      ② その他の資産及び負債の増減 △ 10,331 △ 10,336 △ 5,364 △ 5,407 △ 15,761 △ 15,794

    小          計 10,552 33,631 77,321

(6) 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 5,010 △ 5,197 △ 8,373

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,541 28,433 68,948

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

(1) 有価証券（現金同等物を除く）の売却による収入 － 49 299

(2) 投資有価証券および子会社株式の取得による支出 △ 1,071 △ 939 △ 2,887

(3) 投資有価証券および子会社株式の売却による収入 218 600 248

(4) 新規連結子会社の取得による収入 541 － 541

(5) 有形・無形固定資産(貸与資産を除く)の取得による支出 △ 1,768 △ 2,054 △ 2,775

(6) 有形・無形固定資産(貸与資産を除く)の売却による収入 14 51 52

(7) 利息及び配当金の受取額 166 602 238

(8) 営業譲受による支出 － △ 2,455 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,899 △ 4,145 △ 4,281

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

(1) 短期借入金の純増加額（△純減少額） 6,212 △ 12,608 3,370

(2) コマーシャル･ペーパーの純増加額（△純減少額） 60,033 △ 28,061 6,797

(3) 長期借入れによる収入 29,940 69,801 108,909

(4) 長期借入金の返済による支出 △ 45,238 △ 23,382 △ 75,852

(5) 普通社債の発行による収入 26,083 39,718 42,228

(6) 普通社債の償還による支出 △ 64,628 △ 55,763 △ 113,410

(7) 社債発行費 △ 5 △ 10 △ 23

(8) 利息の支払額 △ 10,166 △ 10,112 △ 20,285

(9) 自己株式の取得による支出 △ 2,266 △ 1 △ 2,267

(10)自己株式の売却による収入 － 0 0

(11)配当金の支払額 △ 2,123 △ 2,104 △ 4,111

(12)少数株主への配当金の支払額 △ 218 △ 252 △ 314

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,378 △ 22,775 △ 54,957

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 60 107 198

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 1,324 1,620 9,908

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 75,074 84,982 75,074

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 76,398 86,603 84,982

　　　　　　　　　　　　　　　期            別

( )( ) ( )(( )
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数：２３社

主要な連結子会社名：日立キャピタルオートリース(株)、ヒタチキャピタル(ユー・ケー)PLC

　当中間連結会計期間において、ヒタチリーシングシンガポールPte.,Ltd.は任意清算を結了

したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社の数：１社

会社名：第一信用保証(株)

  中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社数：１社 

会社名：第一信用保証(株)

(2) 持分法適用の関連会社数：１社        

会社名：ファイナンシャルブリッジ(株)

　当中間連結会計期間において、日本住宅ローン㈱の株式の一部を売却し、同社を持分法の

適用範囲から除外いたしました。

(3) 持分法非適用の関連会社数：１社        

会社名：日立アセットファンディング(有)

  中間連結純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち中間決算日が中間連結決算日と異なる会社は、日立租賃(中国)有限公司で、

中間決算日は６月30日であります。

　中間連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

     ① 有価証券

満期保有目的の債券･････償却原価法

その他有価証券

  時価のあるもの･･･････中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法

    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

  時価のないもの･･･････移動平均法による原価法

② デリバティブ･･･････････時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 貸与資産

　リース期間を償却年数とする定額法によっております。

　なお、貸与資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加で計上しており、当中間

連結会計期間における追加計上額は81百万円、処分損失等に充当された額は815百万円、

為替換算による影響額は46万円であり、この結果、当中間連結会計期間末の追加計上に

係る減価償却累計額は4,184百万円であります。
② 貸与資産以外の有形固定資産

　主として定率法によっております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法に

よっております。

③ 貸与資産以外の無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

  営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先債権、実質

破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を計上して

おります。

(ⅰ)正常先債権は、過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等の

    事業特性を考慮した額を計上しております。

(ⅱ)要注意先債権は、各債権の状況に応じてその10％～50％を計上しております。

(ⅲ)破綻懸念先債権は、その全額を計上しております。

(ⅳ)実質破綻先債権および破綻先債権については、その全額を貸倒損失として費用処理して

    おりますので、貸倒引当金としての計上額はありません。

② ローン保証引当金

  ローン保証債務に対して、貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上しております。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

によっており、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理し

ております。

④ 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき計算を行い、その予定額を全額計上

しております。

(4) 収益の計上基準

① リ ー ス ：主としてリース期間経過に応じて均等額を収益計上するリース期間経過基

          　準によっております。

② 提携ローン販売 ：契約時に一括収益計上する販売基準によっております。

③ 割賦債権買取 ：回収期限到来基準によっております。

④ 割 賦 販 売 ：回収期限到来基準によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。ただし、通貨スワップの付されている外貨建負債につい

ては振当処理、また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっており

ます。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段･･････金利スワップ・通貨スワップおよび金利スワプション

ヘッジ対象･･････債権、債務および予定取引

③ ヘッジ方針

  財務活動に係る金利リスクおよび為替リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っ

ております。

　なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ･フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率分析で判定しております。

(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

  国内会社における消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用しております。
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     手許現金、随時引き出し可能な預金、預け金および容易に換金可能であり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還日の到来する短期投資からなっており

ます。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は235,676百万円であります。

　なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。

（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）、

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）を適

用しております。

注  記  事  項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

１．有形固定資産の
減価償却累計額 1,921,307 百万円 2,069,175 百万円 1,992,323 百万円

２．有形固定資産の
圧縮記帳累計額 － 百万円 975 百万円 975 百万円

３．提携ローン販売等
に係る保証債務残高 506,622 百万円 489,850 百万円 496,563 百万円

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

１．発行済株式の種類及び総数
普通株式

前連結会計年度末 － 株 124,826,552 株 － 株
株式数

増加株式数 － 株 － 株 － 株

減少株式数 － 株 － 株 － 株

当中間連結会計期間末
株式数 － 株 124,826,552 株 － 株

前連結会計年度末

前連結会計年度末
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２．自己株式の種類及び総数
普通株式

前連結会計年度末 － 株 7,933,573 株 － 株
株式数

増加株式数 － 株 517 株 － 株

減少株式数 － 株 14 株 － 株

当中間連結会計期間末
株式数 － 株 7,934,076 株 － 株

(注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであり、減少は単元未満株式の
　　 買増請求による売渡であります。

３．配当に関する事項
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

(1)決議 － 平成18年10月24日取締役会 －
(2)株式の種類 － 普通株式 －
(3)配当金の総額 － 2,104百万円 －
(4)１株当たり配当額 － 18.00円 －
(5)基準日 － 平成18年９月30日 －
(6)効力発生日 － 平成18年11月24日 －

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  現金及び現金同等物の(中間)期末残高と(中間)連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

 現金及び預金勘定 26,483 百万円 30,332 百万円 37,753 百万円
 関係会社預け金勘定 49,915 百万円 56,271 百万円 47,229 百万円

    現金及び現金同等物 76,398 百万円 86,603 百万円 84,982 百万円

（１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

中間(当期)純利益 6,950 百万円 7,666 百万円 14,219 百万円

普通株式に係る中間(当期)純利益 6,950 百万円 7,666 百万円 14,176 百万円

普通株主に帰属しない金額 － 百万円 － 百万円 42 百万円

普通株式の期中平均株式数 117,221,425 株 116,892,801 株 117,057,392 株

前連結会計年度末

前連結会計年度

前連結会計年度末
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側 １．借  主  側
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却
  累計額相当額及び中間期末残高相当額   累計額相当額及び中間期末残高相当額    累計額相当額及び期末残高相当額

　　　器具備品  　　　器具備品  　　　器具備品  

取得価額相当額 1,671 百万円 取得価額相当額 1,508 百万円 取得価額相当額 1,681 百万円

減価償却累計額相当額 1,099 百万円 減価償却累計額相当額 1,204 百万円 減価償却累計額相当額 1,281 百万円

中間期末残高相当額 572 百万円 中間期末残高相当額 304 百万円 期末残高相当額 399 百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 24,267 百万円 １年内 1,228 百万円 １年内 10,334 百万円

１年超 1,716 百万円 １年超 967 百万円 １年超 1,066 百万円

合  計 25,983 百万円 合  計 2,196 百万円 合  計 11,401 百万円

  なお、未経過リース料中間期末残高相当 同左   なお、未経過リース料期末残高相当額
額には、転貸リースに係る未経過リース料 には、転貸リースに係る未経過リース料
の中間期末残高を含めております。 の期末残高を含めております。

(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 及び支払利息相当額 及び支払利息相当額

支払リース料 214 百万円 支払リース料 202 百万円 支払リース料 445 百万円

減価償却費相当額 209 百万円 減価償却費相当額 198 百万円 減価償却費相当額 436 百万円

支払利息相当額 3 百万円 支払利息相当額 1 百万円 支払利息相当額 6 百万円

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 算定方法 算定方法
  減価償却費相当額の算定方法は、リース
期間を償却年数とし残存価額を零とする定 同左 同左
額法によっており、また、利息相当額はリ
ース料総額とリース物件の取得価額相当額
との差額とし、各期への配分方法について
は利息法によっております。

２．貸  主  側 ２．貸  主  側 ２．貸  主  側
(1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得

価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び期末残高

　　  　 　　貸 与 資 産 　　  　 　　貸 与 資 産 　　  　 　　貸 与 資 産

取得価額 2,191,190 百万円 取得価額 2,269,411 百万円 取得価額 2,231,350 百万円

減価償却累計額 970,609 百万円 減価償却累計額 1,027,080 百万円 減価償却累計額 995,589 百万円

中間期末残高 1,220,581 百万円 中間期末残高 1,242,330 百万円 期末残高 1,235,760 百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 403,689 百万円 １年内 406,260 百万円 １年内 403,051 百万円

１年超 846,082 百万円 １年超 860,461 百万円 １年超 844,266 百万円

合  計 1,249,771 百万円 合  計 1,266,721 百万円 合  計 1,247,318 百万円

  なお、未経過リース料中間期末残高相当   なお、未経過リース料期末残高相当
額には、転貸リースに係る未経過リース料 同左 額には、転貸リースに係る未経過リー
の中間期末残高を含めております。 ス料の期末残高を含めております。

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 227,182 百万円 受取リース料 232,816 百万円 受取リース料 458,253 百万円

減価償却費 204,065 百万円 減価償却費 210,728 百万円 減価償却費 412,121 百万円

受取利息相当額 20,414 百万円 受取利息相当額 21,628 百万円 受取利息相当額 40,246 百万円

(4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法
  リース料総額と見積残存価額の合計額か
らリース物件の購入価額を控除した額を利 同左 同左
息相当額とし、各期への配分方法について
は利息法によっております。

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側 １．借  主  側
　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料

該当ありません。 該当ありません。 該当ありません。

２．貸  主  側 ２．貸  主  側 ２．貸  主  側
　　  未経過リース料 　　  未経過リース料 　　  未経過リース料

１年内 77,278 百万円 １年内 78,442 百万円 １年内 77,660 百万円

１年超 135,263 百万円 １年超 140,407 百万円 １年超 141,440 百万円

合  計 212,542 百万円 合  計 218,850 百万円 合  計 219,101 百万円

前連結会計年度

自 平成17年 ４月 1日

至 平成17年 ９月30日

自 平成17年 ４月 1日

至 平成18年 ３月31日

当中間連結会計期間

自 平成18年 ４月 1日

至 平成18年 ９月30日

前中間連結会計期間

( ) ( )( )( )
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
   (単位 百万円：未満切捨)　

　　　　区　　　分
中 間 連 結
貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額
中 間 連 結
貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額
連結貸借対
照表計上額 時 価 差 額

国　　債 1,043 1,043 0 1,041 1,038 △ 2 1,040 1,033 △ 7

　　合　　　　計 1,043 1,043 0 1,041 1,038 △ 2 1,040 1,033 △ 7

２．その他有価証券で時価のあるもの
   (単位 百万円：未満切捨)　

　　　　区　　　分 取得原価
中 間 連 結
貸借対照表
計 上 額

差 額 取得原価
中 間 連 結
貸借対照表
計 上 額

差 額 取得原価
連結貸借対
照表計上額 差 額

株　　式 6,258 13,191 6,932 7,367 16,385 9,017 7,049 18,576 11,526

国　　債 － － － 1,200 1,198 △ 1 1,000 995 △ 5

そ の 他 25 41 15 12 13 1 14 20 6

　　合　　　　計 6,284 13,232 6,948 8,580 17,596 9,016 8,065 19,592 11,526

（デリバティブ取引関係）

   (単位 百万円：未満切捨)　

契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益

スワップ取引 1,553 △ 53 △ 53 70,918 225 225 54,598 1 1

　　合　　　　計 1,553 △ 53 △ 53 70,918 225 225 54,598 1 1

（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

金　利

前連結会計年度末

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在）  （平成18年３月31日現在）対象物
の種類

取引の種類

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在）

有     価      証     券

当中間連結会計期間末前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

前連結会計年度末

（平成18年９月30日現在）  （平成18年３月31日現在）

 （平成18年３月31日現在）

当中間連結会計期間末前中間連結会計期間末

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

（平成17年９月30日現在）
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(セグメント情報)

（１）事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日　至 平成17年９月30日）
        (単位 百万円:未満切捨)

ファイナンス 金融サービス 消去又は
 事   　業 附帯事業  全　社 

 営業損益

　　営業収益

　 　(1)外部顧客に対する営業収益 49,919 5,590 55,510 81 55,591

 　　(2)セグメント間の内部営業収益 72 4,133 4,206 (4,206)  　　　－

　　　　計 49,991 9,724 59,716 (4,124) 55,591

　　営業費用 38,457 7,954 46,412 (3,467) 42,944

　　営業利益 11,533 1,770 13,304 (656) 12,647

（注）1.外部顧客に対する営業収益のうち、消去又は全社の項目に記載した 81百万円は本社管理部門の
　　　　金融収益等であります。 
      2.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 421百万円であり、
　　　　その主なものは、本社管理部門に係る費用であります。

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）
        (単位 百万円:未満切捨)

ファイナンス 金融サービス 消去又は
 事   　業 附帯事業  全　社 

 営業損益

　　営業収益

　 　(1)外部顧客に対する営業収益 52,488 4,090 56,578 155 56,734

 　　(2)セグメント間の内部営業収益 42 3,665 3,708 (3,708)  　　　－

　　　　計 52,531 7,755 60,286 (3,552) 56,734

　　営業費用 40,124 6,518 46,643 (2,522) 44,120

　　営業利益 12,406 1,236 13,643 (1,029) 12,613

（注）1.事業の区分は、事業内容を勘案して決定しており、その内容は次のとおりであります。

　　　　(1)ファイナンス事業

　企業、農家、医療機関並びに官公庁等を顧客とし、情報関連機器、産業機械、建設機械、医療機器、

農水機器等設備投資のニーズに応えるリース、レンタル、信用保証、割賦等の提供、及び一般消費者を

顧客とし、自動車、家電・リフォーム、住宅等生活向上をサポートするリース､信用保証､金融サービス

等を提供する事業であります。

　　　(2)金融サービス附帯事業

　クレジットカードを媒体とした金融サービスを提供する「カード事業」、損害保険に係る商品・サー

ビスを提供する「損害保険事業」、証券化や信託スキームを活用して企業財務に関するサービスを提供

する「証券化事業」、支払・回収代行等のサービスを提供する「アウトソーシング事業」であります。

この４つの事業は、それぞれ事業規模が小さいため、「金融サービス附帯事業」として一括表示しており

ます。

      2.外部顧客に対する営業収益のうち、消去又は全社の項目に記載した155百万円は本社管理部門の金融収益

        等であります。

      3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は930百万円であり、その主な

        ものは、本社管理部門に係る費用であります。

前連結会計年度（自 平成17年４月１日　至 平成18年３月31日）
        (単位 百万円:未満切捨)

ファイナンス 金融サービス 消去又は
 事   　業 附帯事業  全　社 

 営業損益

　　営業収益

　 　(1)外部顧客に対する営業収益 101,466 11,063 112,529 196 112,725

 　　(2)セグメント間の内部営業収益 152 8,171 8,323 (8,323)  　　　－

　　　　計 101,618 19,234 120,853 (8,127) 112,725

　　営業費用 76,687 15,888 92,576 (6,039) 86,536

　　営業利益 24,931 3,345 28,276 (2,087) 26,189

（注）1.外部顧客に対する営業収益のうち、消去又は全社の項目に記載した 196百万円は本社管理部門の金融収益

　 　　 等であります。 

      2.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 1,371百万円であり、その主な

  　　　ものは、本社管理部門に係る費用であります。

    計     連 結 

 連 結 

    計     連 結 

    計    
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（２）所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自 平成17年４月1日　至 平成17年９月30日）
　　(単位 百万円:未満切捨)

その他の 消去又は
地　域  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　　　(1)外部顧客に対する営業収益 41,456 1,356 －  
　　　(2)セグメント間の内部営業収益 23 －  (21)

　　　　計 41,479 1,356 (21)
　　営業費用 30,587 1,015 (21)
　　営業利益 10,891 340 －  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月1日　至 平成18年９月30日）
　(単位 百万円:未満切捨)

その他の 消去又は
地　域  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　　　(1)外部顧客に対する営業収益 40,198 1,807 －  
　　　(2)セグメント間の内部営業収益 50 －  (22)

　　　　計 40,248 1,807 (22)
　　営業費用 30,269 1,404 (22)
　　営業利益 9,978 403 －  

(注）1.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用の金額はありません。

   　2.国又は地域の区分は、経済活動の類似性によっております。 

     3.各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

      (1)欧      米  ：英国、アイルランド、米国

　  　  (2)その他の地域 ：シンガポール等

前連結会計年度（自 平成17年４月１日　至 平成18年３月31日）
　　(単位 百万円:未満切捨)

その他の 消去又は
地　域  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　 　(1)外部顧客に対する営業収益 82,706 2,966 －  
 　　(2)セグメント間の内部営業収益 45 －  (43)

　　　　計 82,751 2,966 (43)
　　営業費用 61,334 2,212 (43)
　　営業利益 21,417 753 －  

（３）海外営業収益

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日）  
　　(単位 百万円:未満切捨)

欧       米 その他の地域   計

Ⅰ 海 外 営 業 収 益

Ⅱ 連 結 営 業 収 益

Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合 % % %

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）  
　(単位 百万円:未満切捨)

欧       米 その他の地域   計

Ⅰ 海 外 営 業 収 益

Ⅱ 連 結 営 業 収 益

Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合 % % %

(注) 1.国又は地域の区分は、経済活動の類似性によっております。

     2.各区分に属する主な国又は地域

      (1)欧      米  ：英国、アイルランド、米国

  　  (2)その他の地域 ：シンガポール等

     3.海外営業収益は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における営業収益であります。

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日）  
　　(単位 百万円:未満切捨)

欧       米 その他の地域   計

Ⅰ 海 外 営 業 収 益

Ⅱ 連 結 営 業 収 益

Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合 % % %

（重要な後発事象）
　該当事項はありません。
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 連 結 

55,591

55,591
42,944
12,647

－  

56,734

112,725

112,725

86,536
26,189

16,508

56,734

14,133

55,591

25.4

日　本

30,0162,966

－  
56,734
44,120
12,613

44,143

－  
112,725

55,612
42,965
12,647

日　本     計    

55,591
21

 連 結 

    計    

14,701
12,470
2,231

 連 結 欧　米日　本
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平成１９年３月期 個別中間財務諸表の概要      平成１８年１０月２４日 
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(個別） 

 

上 場 会 社 名        日立キャピタル株式会社                            上場取引所  東京証券取引所 

コ ー ド 番 号         ８５８６                                    本社所在都道府県   東京都 

（ＵＲＬ  http://www.hitachi-capital.co.jp ） 

代    表    者   役職名 執行役社長           氏名 髙野  和夫 

問合せ先責任者   役職名 執行役常務 財務部門長   氏名 百井 啓二 ＴＥＬ (０３)３５０３－２１１８ 

決算取締役会開催日   平成１８年１０月２４日            配当支払開始日   平成１８年１１月２４日 

単元株制度採用の有無   有(1 単元 100 株) 

 

１． １８年９月中間期の業績(平成１８年 ４月 １日～平成１８年 ９月３０日) 

(1) 経営成績                                            （金額は単位未満切捨） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

百万円   ％
    34,241     10.1 
    31,086   △  7.8 

百万円   ％
     9,591  △  6.3 
    10,240     23.5  

百万円   ％
     9,755  △  4.9 
    10,258     24.6  

18 年３月期     62,119  △ 6.1     18,703      5.2     18,873      8.0 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

百万円   ％
     5,905   △  5.6 
     6,258      24.2 

             円  銭 
50  52 
53  39 

18 年３月期     10,778      0.7 92  07 
 (注)①取扱高       18 年９月中間期 732,435 百万円  17 年９月中間期 697,791 百万円  18 年３月期 1,427,007 百万円 
    ②期中平均株式数 18 年９月中間期 116,892,801 株  17 年９月中間期 117,221,425 株  18 年３月期 117,057,392 株 
     ③会計処理の方法の変更  無 
     ④営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期(前期)増減率 

 

(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
18 年９月中間期 
17 年９月中間期 

百万円 
1,975,361 
1,881,094 

百万円
209,175 
201,590 

％ 
10.6 
10.7 

円   銭
1,789   47 
1,724   57 

18 年３月期 1,966,452 206,859 10.5 1,769   65 

 (注)①期末発行済株式数  18 年９月中間期 116,892,476 株 17 年９月中間期 116,893,571 株 18 年３月期 116,892,979 株 

   ②期末自己株式数     18 年９月中間期 007,934,076 株 17 年９月中間期 117,932,981 株  18 年３月期   7,933,573 株 

 

２． １９年３月期の業績予想(平成１８年 ４月 １日～平成１９年 ３月３１日) 

    
営業収益 経常利益 当期純利益 

  

通 期 
   百万円     ％ 

70,800   14.0 

   百万円     ％ 

20,000    6.0 

   百万円     ％ 

12,000   11.3 

  

(注)①取扱高 1,570,000 百万円 

    ②営業収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)  102 円 66 銭 

 

３． 配当状況 

 ・現金配当 １ 株 当 た り 配 当 金（円） 

基準日 中間期末 期末 年間 

17 年３月期 16.00  18.00  34.00 

18 年３月期 17.00  18.00  35.00 

19 年３月期（予想） 18.00  18.00（予想） 36.00（予想） 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、最終の業績は今後様々な 

要因によって予想数値と異なる場合があります。 



 (単位  百万円：未満切捨)

　　　　　　　　期　　別 前事業年度の 増　　減 　　　　　　　　期　　別 前事業年度の 増　　減

要約貸借対照表(B) (A)-(B) 要約貸借対照表(B) (A)-(B)

　科　　目
平成18年３月31日

現  在 　科　　目
平成18年３月31日

現  在

(資 産 の 部)

流  動  資  産 440,039 436,558 3,480 流　動　負　債 822,392 837,298 △14,905

現 金 及 び 預 金 23,571 27,215 △3,644 支 払 手 形 4,356 5,933 △1,576

受 取 手 形 6 4 2 買 掛 金 258,009 258,640 △630

売 掛 金 266,334 253,543 12,791 短 期 借 入 金 9,400 8,700 700

関 係 会 社 預 け 金 56,233 47,154 9,079
１ 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 40,913 38,819 2,094

繰 延 税 金 資 産 4,324 3,518 806 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 143,500 162,000 △18,500

そ の 他 95,068 109,003 △13,935
１ 年 以 内 償 還
予 定 の 社 債 20,000 30,000 △10,000

貸 倒 引 当 金 △5,500 △3,881 △1,619
1 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 債 権 譲 渡 債 務 294,999 291,418 3,580

未 払 法 人 税 等 4,215 5,260 △1,044

前 受 金 12,791 8,082 4,708

ロ ー ン 保 証 引 当 金 3,300 1,543 1,757

そ の 他 30,907 26,901 4,005

固  定  資  産 1,535,321 1,529,894 5,427 固　定　負　債 943,793 922,294 21,498

有 形 固 定 資 産 1,185,849 1,179,734 6,114 社 債 215,000 235,000 △20,000

貸 与 資 産 1,182,911 1,176,728 6,182 長 期 借 入 金 171,132 142,524 28,607

そ の 他 2,937 3,005 △67 長 期 債 権 譲渡 債務 531,244 518,589 12,655

繰 延 税 金 負 債 2,429 2,625 △195

退 職 給 付 引 当 金 3,905 3,916 △11

無 形 固 定 資 産 272,340 282,020 △9,679 役員退職慰労引当金 830 792 38

貸 与 資 産 268,566 277,745 △9,178 長 期 前 受 金 7,742 7,929 △186

そ の 他 3,774 4,274 △500 そ の 他 11,507 10,916 591

投資その他の資産 77,131 68,139 8,991 負 債 合 計 1,766,186 1,759,593 6,593

投 資 有 価 証 券 20,108 21,984 △1,876

関 係 会 社 株 式 18,568 18,932 △364 資　　本　　金 9,983

長 期 貸 付 金 19,430 8,741 10,688 資 本 剰 余 金 44,535

そ の 他 19,025 18,481 543 資 本 準 備 金 44,535

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 159,814

利 益 準 備 金 2,389

別 途 積 立 金 145,065

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 12,359

6,849

△14,323

資 本 合 計 206,859

1,966,452

株　主　資　本 203,810

資 本 金 9,983

資 本 剰 余 金 44,535

　　資　本　準　備　金 44,535

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 163,616

　　利　益　準　備　金 2,389

　　その他利益剰余金 161,226

　　　 別途積立金 152,065

　　　 繰越利益剰余金 9,161

自 己 株 式 △ 14,324

評価・換算差額等 5,364

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

5,364

純 資 産 合 計 209,175

1,975,361 1,966,452 8,908 1,975,361

期間末 (A)
平成18年９月30日

現 在
平成18年９月30日

現 在

比 較 貸 借 対 照 表 

当中間会計

期間末 (A)

当中間会計

資 産 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

(負 債 の 部)

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

自 己 株 式

(資 本 の 部)

(純　資　産 の 部)

負債及び純資産合計
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 (単位  百万円：未満切捨)

                              期　 別
自 平成17年 ４月 １日

   科   目 至 平成18年 ３月31日

％ 　％ ％ 　％

営 　　業　　 収　 　益 31,086 100.0 34,241 100.0 10.1 62,119 100.0

事 業 収 益 30,085 32,540 8.2 60,255

金 融 収 益 1,001 1,700 69.9 1,864

営　 　業　 　費　 　用 20,845 67.1 24,650 72.0 18.3 43,416 69.9

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,346 19,064 16.6 33,853

金 融 費 用 4,499 5,586 24.2 9,563

営 業 利 益 10,240 32.9 9,591 28.0 △ 6.3 18,703 30.1

営　　業　　外　　収　　益 26 0.1 171 0.5  － 185 0.3

有 価 証 券 売 却 益 26  －  － 163

そ の 他 0 171  － 22

営　　業　　外　　費　　用 8 0.0 6 0.0  － 15 0.0

固 定 資 産 除 却 損 6 5  － 8

有 価 証 券 評 価 損  －  －  － 4

そ の 他 1 1  － 2

経 常 利 益 10,258 33.0 9,755 28.5 △ 4.9 18,873 30.4

特     別     利     益  －  －  －  －  －  －  － 

特     別     損     失  －  －  －  －  － 680 1.1

子 会 社 株 式 評 価 損  －  －  － 680

税引 前中 間( 当期 )純 利益 10,258 33.0 9,755 28.5 △ 4.9 18,193 29.3

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,760 12.1 3,971 11.6 5.6 7,565 12.2

法 人 税 等 調 整 額 240 0.8 △ 121 △ 0.3  － △ 150 △ 0.3

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 6,258 20.1 5,905 17.2 △ 5.6 10,778 17.4

前 期 繰 越 利 益 3,568  －  －  －  － 3,568  － 

中 間 配 当 額  －  －  －  －  － 1,987  － 

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 9,826  －  －  －  － 12,359  － 

至 平成17年 ９月30日

自 平成17年 ４月 １日

　前中間会計期間

比  較  損  益  計  算  書

当中間会計期間 前 事 業 年 度

自 平成18年 ４月 １日

至 平成18年 ９月30日

対 前 中 間
会 計 期 間 比

( () )( )
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　当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日） (単位 百万円：未満切捨)

株主資本
評価・換算

差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

前事業年度末残高 9,983 44,535 0 2,389 145,065 12,359 △ 14,323 200,010 6,849 206,859

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立 7,000 △ 7,000 - -

剰余金の配当 △ 2,104 △ 2,104 △ 2,104

中間純利益 5,905 5,905 5,905

自己株式の取得 △ 1 △ 1 △ 1

自己株式の処分 0 0 0 0

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

△ 1,485 △ 1,485

－ － 0 － 7,000 △ 3,198 △ 1 3,800 △ 1,485 2,315

当中間会計期間末残高 9,983 44,535 0 2,389 152,065 9,161 △ 14,324 203,810 5,364 209,175

中間会計期間中の変動額
合計

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金利益

準備金

自己株式
株主資本

合計資本
準備金

その他
資本

剰余金

中間株主資本等変動計算書

資本金
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券･･････償却原価法

子会社株式

及び関連会社株式 ･･･移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの･･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの･･････移動平均法による原価法　

(2) デリバティブ････････････時価法

２.固定資産の減価償却の方法

(1) 貸与資産

　リース期間を償却年数とする定額法によっております。

  なお、貸与資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加で計上しており、当中間会計期間

における処分損失等に充当された額は724百万円であります｡この結果、当中間会計期間末の追加

計上に係る減価償却累計額は3,500百万円であります。

(2) 貸与資産以外の有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法によって

おります。

　　(3) 貸与資産以外の無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

３.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先債権、実質破綻

先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を計上しております。

① 正常先債権は、過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等の事業

特性を考慮した額を計上しております。

② 要注意先債権は、各債権の状況に応じてその10％～50％を計上しております。

③ 破綻懸念先債権は、その全額を計上しております。

④ 実質破綻先債権および破綻先債権については、その全額を貸倒損失として費用処理しており

ますので、貸倒引当金としての計上額はありません。

(2) ローン保証引当金

　ローン保証債務に対して、貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によって

おり、翌事業年度から費用処理することとしております。

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理して

おります。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき計算を行い、その予定額を全額計上して

おります。
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４.収益の計上基準

(1) ：主としてリース期間経過に応じて均等額を収益計上するリース期間経過基準

  によっております。

(2) ：契約時に一括収益計上する販売基準によっております。

(3) ：回収期限到来基準によっております。

(4) ：回収期限到来基準によっております。

５.リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６.ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、通貨スワップの付されている外貨建負債につい

ては振当処理、また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっており

ます。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップおよび通貨スワップ

ヘッジ対象………債権、債務および予定取引

(3) ヘッジ方針

　財務活動に係る金利リスクおよび為替リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行って

おります。

　なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ･フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率分析で判定しております。

７.消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

８.連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用しております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準
第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
　従来の資本の部の合計に相当する金額は209,175百万円であります。
　なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産
の部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。

（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）、
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）及び「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年
12月27日）を適用しております。

注  記  事  項

（中間貸借対照表関係）
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

１．有形固定資産の
減価償却累計額 1,783,056 百万円 1,912,836 百万円 1,848,730 百万円

２．有形固定資産の
圧縮記帳累計額 － 百万円 895 百万円 895 百万円

３.保証債務残高 434,521 百万円 719,127 百万円 445,232 百万円
うち提携ローン販売等
に係る保証債務残高 235,262 百万円 504,003 百万円 245,527 百万円

リ ー ス

提携ローン販売

割賦債権買取

割 賦 販 売
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

１．自己株式の種類及び総数
普通株式

前事業年度末 － 株 7,933,573 株 － 株
株式数

増加株式数 － 株 517 株 － 株

減少株式数 － 株 14 株 － 株

当中間会計期間末
株式数 － 株 7,934,076 株 － 株

(注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであり、減少は単元未満株式の
　　 買増請求による売渡であります。

（１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

中間(当期)純利益 6,258 百万円 5,905 百万円 10,778 百万円

普通株式に係る中間(当期)純利益 6,258 百万円 5,905 百万円 10,778 百万円

普通株式の期中平均株式数 117,221,425 株 116,892,801 株 117,057,392 株
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側 １．借  主  側
　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却
  　 累計額相当額及び中間期末残高相当額   　 累計額相当額及び中間期末残高相当額  　 累計額相当額及び期末残高相当額

その他の有形
固 定 資 産

その他の有形
固 定 資 産

その他の有形
固 定 資 産

取得価額相当額 1,569 百万円 取得価額相当額 1,496 百万円 取得価額相当額 1,596 百万円

減価償却累計額相当額 1,012 百万円 減価償却累計額相当額 1,187 百万円 減価償却累計額相当額 1,188 百万円

中間期末残高相当額 556 百万円 中間期末残高相当額 309 百万円 期末残高相当額 408 百万円

  なお、上記金額のうち、主なものは「器具
備品」であります。 同左 同左

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 24,254 百万円 １年内 1,228 百万円 １年内 10,332 百万円

１年超 1,710 百万円 １年超 971 百万円 １年超 1,074 百万円

合  計 25,965 百万円 合  計 2,200 百万円 合  計 11,407 百万円

  なお、未経過リース料中間期末残高相当 同左   なお、未経過リース料期末残高相当額に
額には、転貸リースに係る未経過リース料 は、転貸リースに係る未経過リース料の期
の中間期末残高を含めております。 末残高を含めております。

(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 及び支払利息相当額 及び支払利息相当額

支払リース料 202 百万円 支払リース料 201 百万円 支払リース料 402 百万円

減価償却費相当額 198 百万円 減価償却費相当額 197 百万円 減価償却費相当額 394 百万円

支払利息相当額 3 百万円 支払利息相当額 1 百万円 支払利息相当額 6 百万円

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 算定方法 算定方法
  減価償却費相当額の算定方法は、リース
期間を償却年数とし残存価額を零とする定 同左 同左
額法によっており、また、利息相当額はリ
ース料総額とリース物件の取得価額相当額
との差額とし、各期への配分方法について
は利息法によっております。

２．貸  主  側 ２．貸  主  側 ２．貸  主  側
(1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得

価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び期末残高

　　  　 　　貸 与 資 産 　　  　 　　貸 与 資 産 　　  　 　　貸 与 資 産

取得価額 2,062,527 百万円 取得価額 2,142,917 百万円 取得価額 2,106,141 百万円

減価償却累計額 898,437 百万円 減価償却累計額 946,226 百万円 減価償却累計額 924,875 百万円

中間期末残高 1,164,089 百万円 中間期末残高 1,196,690 百万円 期末残高 1,181,266 百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 384,961 百万円 １年内 386,023 百万円 １年内 383,612 百万円

１年超 809,125 百万円 １年超 825,647 百万円 １年超 809,790 百万円

合  計 1,194,087 百万円 合  計 1,211,670 百万円 合  計 1,193,403 百万円

  なお、未経過リース料中間期末残高相当 同左   なお、未経過リース料期末残高相当額に
額には、転貸リースに係る未経過リース料 は、転貸リースに係る未経過リース料の期
の中間期末残高を含めております。 末残高を含めております。

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 216,033 百万円 受取リース料 221,131 百万円 受取リース料 435,670 百万円

減価償却費 193,496 百万円 減価償却費 199,826 百万円 減価償却費 390,937 百万円

受取利息相当額 19,517 百万円 受取利息相当額 20,810 百万円 受取利息相当額 38,507 百万円

(4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法
  リース料総額と見積残存価額の合計額か
らリース物件の購入価額を控除した額を利 同左 同左
息相当額とし、各期への配分方法について
は利息法によっております。

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側 １．借  主  側
　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料

１年内 14 百万円 １年内 3 百万円 １年内 8 百万円

１年超 5 百万円 １年超 1 百万円 １年超 2 百万円

合  計 19 百万円 合  計 5 百万円 合  計 11 百万円

２．貸  主  側 ２．貸  主  側 ２．貸  主  側
　　  未経過リース料 　　  未経過リース料 　　  未経過リース料

１年内 42,193 百万円 １年内 37,770 百万円 １年内 41,437 百万円

１年超 80,876 百万円 １年超 73,812 百万円 １年超 82,361 百万円

合  計 123,070 百万円 合  計 111,582 百万円 合  計 123,798 百万円

当中間会計期間

自 平成18年４月１日

前中間会計期間 前 事 業 年 度

自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日至 平成18年９月30日
( ) ( )( )
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（有価証券関係）

子会社株式で時価のあるもの

（前中間会計期間末）

  (平成17年９月30日現在)

  　　　   

中間貸借対照表計上額

子会社株式 1,610

（当中間会計期間末）

  (平成18年９月30日現在)

  　　　   

中間貸借対照表計上額

子会社株式 1,610

 
（前事業年度末）

  (平成18年３月31日現在)

  　　　   

貸借対照表計上額

子会社株式 1,610

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

14,206

差　　　額

12,595

時　　　価

10,377

差　　　額

8,766

　(単位 百万円：未満切捨)

　(単位 百万円：未満切捨)

時　　　価

　(単位 百万円：未満切捨)

時　　　価 差　　　額

11,739 10,128
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<補足資料>

１．四半期毎の連結業績の推移

＜平成19年3月期(連結)＞ (単位：百万円未満切捨)

期  別 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 6か月累計

No. 平成18年4月1日～ 平成18年7月1日～ 平成18年10月1日～ 平成19年1月1日～ 平成18年4月1日～

  科  目 平成18年6月30日 平成18年9月30日 平成18年12月31日 平成19年3月31日 平成18年9月30日

1 27,944 28,789 56,734

事 業 収 益 2 27,515 28,595 56,111

金 融 収 益 3 428 194 623

4 21,879 22,240 44,120

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5 15,701 15,618 31,320

金 融 費 用 6 6,178 6,621 12,799

7 6,065 6,548 12,613

営 業 外 収 益 8 580 8 589

営 業 外 費 用 9 31 45 77

10 6,614 6,511 13,125

特 別 損 益 11 ― ― ―

12 6,614 6,511 13,125

法人税、住民税及び事業税 13 3,032 1,681 4,713

法 人 税 等 調 整 額 14 △ 24 341 317

少 数 株 主 利 益 15 103 324 427

16 3,502 4,163 7,666

＜平成18年3月期(連結)＞ (単位：百万円未満切捨)

期  別 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年間累計

No. 平成17年4月1日～ 平成17年7月1日～ 平成17年10月1日～ 平成18年1月1日～ 平成17年4月1日～

  科  目 平成17年6月30日 平成17年9月30日 平成17年12月31日 平成18年3月31日 平成18年3月31日

1 27,658 27,933 27,966 29,166 112,725

事 業 収 益 2 27,565 27,826 27,895 28,984 112,272

金 融 収 益 3 93 106 71 182 453

4 21,651 21,292 21,456 22,135 86,536

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5 16,063 15,992 15,882 15,835 63,774

金 融 費 用 6 5,588 5,300 5,574 6,299 22,762

7 6,007 6,640 6,509 7,031 26,189

営 業 外 収 益 8 0 6 151 68 227

営 業 外 費 用 9 71 37 28 150 287

10 5,937 6,609 6,633 6,949 26,129

特 別 損 益 11 ― ― ― ― ―

12 5,937 6,609 6,633 6,949 26,129

法人税、住民税及び事業税 13 2,839 559 2,935 1,472 7,807

法 人 税 等 調 整 額 14 △ 73 2,031 21 1,470 3,449

少 数 株 主 利 益 15 95 141 170 244 652

16 3,074 3,876 3,505 3,762 14,219

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

経 常 利 益

税金等調整前四半期(中間)純利益

四 半 期 ( 中 間 ) 純 利 益

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

経 常 利 益

税金等調整前四半期(当期)純利益

１
（補足）



＜補足資料＞

２．セグメント情報

（１） 前中間連結会計期間 （自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日）
（単位：百万円、％）

消去又は
　 前年比 　 前年比 　 前年比 全社 　 前年比

営  業  収  益 49,991 100 9,724 109 59,716 101 △4,124 55,591 101
 （構成比） (84) (16) (100)

営  業  費　用 2 38,457 99 7,954 108 46,412 100 △3,467 42,944 99

営  業  利　益 11,533 104 1,770 116 13,304 106 △656 12,647 111

 （構成比） (87) (13) (100)

経  常  利　益 11,460 105 1,746 119 13,207 107 △661 12,546 112

 （構成比） (87) (13) (100)

取　　扱　　高 799,819 102 192,405 112 992,225 104 △5,132 987,092 104

 （構成比） (81) (19) (100)

総　　資　　産 2,143,678 105 226,061 125 2,369,739 107 △29,371 2,340,367 107

 （構成比） (90) (10) (100)

期末就業人員 2,534 97 933 109 3,467 100 142 3,609 100
 （構成比） (70) (26) (96) (4) (100)

（２） 当中間連結会計期間 （自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）
（単位：百万円、％）

消去又は
　 前年比 　 前年比 　 前年比 全社 　 前年比

営  業  収  益 52,531 105 7,755 80 60,286 101 △3,552 56,734 102

 （構成比） (87) (13) (100)

営  業  費　用 2 40,124 104 6,518 82 46,643 101 △2,522 44,120 103

営  業  利　益 12,406 108 1,236 70 13,643 103 △1,029 12,613 100

 （構成比） (91) (9) (100)

経  常  利　益 12,423 108 1,201 69 13,624 103 △498 13,125 105
 （構成比） (91) (9) (100)

取　　扱　　高 739,080 92 214,332 111 953,412 96 △4,917 948,495 96
 （構成比） (78) (22) (100)

総　　資　　産 2,199,167 103 306,358 136 2,505,525 106 △48,981 2,456,544 105
 （構成比） (88) (12) (100)

期末就業人員 2,529 100 661 71 3,190 92 193 3,383 94

 （構成比） (75) (19) (94) (6) (100)

（３） 当連結会計年度 （自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 予想
（単位：百万円、％）

消去又は
　 前年比 　 前年比 　 前年比 全社 　 前年比

営  業  収  益 108,300 107 15,500 81 123,800 102 △7,000 116,800 104
 （構成比） (87) (13) (100)

営  業  費　用 2 82,500 108 13,000 82 95,500 103 △5,700 89,800 104

営  業  利　益 25,800 104 2,500 75 28,300 100 △1,300 27,000 103
 （構成比） (91) (9) (100)

経  常  利　益 25,800 104 2,500 77 28,300 101 △800 27,500 105
 （構成比） (91) (9) (100)

取　　扱　　高 1,552,700 98 456,900 112 2,009,600 101 △9,600 2,000,000 101
 （構成比） (77) (23) (100)

総　　資　　産 2,208,100 100 303,000 116 2,511,100 102 △48,900 2,462,200 101
 （構成比） (88) (12) (100)

期末就業人員 2,529 101 705 76 3,234 94 196 3,430 95
 （構成比） (74) (20) (94) (6) (100)

（注） １． 「ファイナンス事業」は、法人等を顧客とし、情報関連機器、産業機械、建設機械、医療機器、農水機器等設備投資の

ニーズに応えるリース、レンタル、信用保証、割賦等の提供、及び一般消費者を顧客とし、自動車、家電・リフォーム、

住宅等生活向上をサポートするリース、信用保証、金融サービス等を提供する事業であります。

2． 「金融サービス附帯事業」は、クレジットカードを媒体とした金融サービスを提供する「カード事業」、損害保険に係る商品

・サービスを提供する「損害保険事業」、証券化や信託スキームを活用して企業財務に関するサービスを提供する「証券

化事業」、支払・回収代行及び決済代行等のサービスを提供する「アウトソーシング事業」であります。

4

連　　結ファイナンス事業 合　　計金融サービス附帯事業

6

7

3

5

4

連　　結ファイナンス事業 合　　計金融サービス附帯事業

合　　計 連　　結ファイナンス事業 金融サービス附帯事業

1

3

5

6

4

No

No

No

7

1

3

5

6

7

1

２
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＜補足資料＞

３．契約形態別情報

（１） 前中間連結会計期間 （自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日）
（単位：百万円、％）

No リース 前年比 信用保証 前年比 割賦その他 前年比 計 前年比

31,798 100 5,604 80 18,188 113 55,591 101
(57) (10) (33) (100)

420,615 105 116,746 79 449,731 111 987,092 104
(43) (12) (45) (100)

1,864,733 104 672,348 90 914,151 116 3,451,233 104
(54) (19) (27) (100)

（２） 当中間連結会計期間 （自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）
（単位：百万円、％）

No リース 前年比 信用保証 前年比 割賦その他 前年比 計 前年比

32,677 103 4,028 72 20,027 110 56,734 102
(58) (7) (35) (100)

389,981 93 99,581 85 458,933 102 948,495 96
(41) (10) (48) (100)

1,922,382 103 592,145 88 1,045,619 114 3,560,147 103
(54) (17) (29) (100)

（３） 当連結会計年度 （自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 予想
（単位：百万円、％）

No リース 前年比 信用保証 前年比 割賦その他 前年比 計 前年比

66,100 105 8,900 82 41,800 107 116,800 104
(57) (8) (35) (100)

835,000 101 209,000 89 956,000 103 2,000,000 101
(42) (10) (48) (100)

1,990,000 105 550,000 87 1,100,000 112 3,640,000 104
(55) (15) (30) (100)

（注） １． 営業総債権残高には、オフバランス債権を含めております。

2． 「リース」には、レンタル、オートリース等を含めております。

3． 「信用保証」には、提携ローン販売等を含めております。

4． 「割賦その他」には、割賦販売、営業貸付(住宅ローン等)、カード等を含めております。

４．商品別取扱高情報
（単位：百万円、％）

No
1 92 98
2 91 98
3 98 100
4 43 43
5 80 91
6 118 127
7 141 119
8 97 104
9 93 106
10 115 110
11 111 112
12 109 110
13 64 104
14 99 100
15 117 115
16 - -
17 96 101

  （注） ファイナンス事業の「その他」には、商業用設備、理化学機器、保守等を含めております。

192,405 214,332

当中間連結会計期間 前年比

21,29115,110

125,035
35,497
51,491

60,161

当連結会計年度予想 前年比

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ事業
消 去 又 は 全 社

ファイナンス事業
自 動 車
家電・リフォーム
住 宅

108,794 238,700

合 計

前中間連結会計期間

農 水 機 器
そ の 他

カ ー ド 事 業

証 券 化 事 業

情 報 機 器 関 連
産 業 機 械
建 設 機 械
医 療 機 器

取 扱 高
 （構成比）

営 業 総 債 権 残 高
 （構成比）

 （構成比）

取 扱 高
 （構成比）

営 業 総 債 権 残 高
 （構成比）

3

営 業 収 益

取 扱 高

営 業 総 債 権 残 高

 （構成比）

 （構成比）

 （構成比）

営 業 収 益
 （構成比）

営 業 収 益

38,300
50,015 105,900

75,60033,127

54,300

302,700
151,60072,430

143,023

205,600

739,080799,819 1,552,700

25,581
218,402 380,000
79,106 93,249

175,325

1

157,639
73,616

2

3

1

2

3

1

2

49,900

30,76930,990
155,405133,113 332,300

63,800

金融サービス附帯事業 456,900

2,000,000948,495
△ 4,917△ 5,132

987,092
△ 9,600

24,29522,255
損 害 保 険 事 業 6,047 3,862 10,900

３
（補足）
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